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第１次中期事業計画（平成１８年度～平成２０年度） 

川県信用保証協会は、公的な「保証機関」としてコンプライアンスを日常業務の中で着実に

し、地域経済の発展に寄与するため、平成１８年度から２０年度の３カ年間における業務上

本方針について、以下の掲げる事項を主要項目として取り組むこととする。 

経営支援・再生支援体制の強化 

営支援・再生支援への取組強化のため、経営改善計画や事業再生プランの作成指導や財務戦

援に関するノウハウを蓄積し、関係機関との連携の下に、中小企業者への経営改善に必要な

な助言やアドバイス、情報提供等を行う。 

保証制度の多様化・柔軟化への対応 

動産や保証人に過度に依存しない保証について、引き続き積極的に推し進める。 

小企業者の資金調達の多様化を一層促進するため、特定社債保証制度の更なる取り扱い拡大

指し、更に不動産担保に依存しない資金調達方法として創設された売掛債権担保融資保証制

利用推進を図る。 

政策保証の推進 

引先の倒産、災害、売上減少等により経営の安定に支障を生じている中小企業者に対しては、

フティネット保証により積極的かつ弾力的な取り組みを行い、資金調達に向けたきめ細やか

速な対応、親身な相談対応を行う。 

利便性の向上に向けた努力 

融機関との情報の共有化を推進し、審査面での協力体制の強化、審査の一層の効率化や迅速

より、中小企業者へのサービス向上に努める。 

子申請による事前審査制度の導入について研究・検討を行う。 

リスク考慮型保証料率体系及び金融機関との適切な責任共有制度の導入に伴う影響把握 

成１８年度４月実施のリスク考慮型保証料率体系及び平成１９年度以降に実施予定の金融機

の適切な責任共有制度の導入による中小企業者及び金融機関に対する影響度合いについて実

握に努める。 
期中管理の充実・強化 

融機関との連携強化により中小企業者の経営状況の早期把握に努め、代位弁済の抑制化を図

ともに、必要に応じ経営支援または再生支援を行うなど、期中管理の充実・強化を図る。 
回収の合理化・効率化 

中管理部門との連携による代位弁済案件に対する早期回収の着手、サービサーの活用等、回

務の合理化・効率化を図り、回収の最大化に努める。 
制度改革に係るシステム対応 

用補完制度の見直しにあたり、その運営に必要となるコンピュータシステムの対応を行い、

、様式や事務手続きの全国統一化の動きに沿って、業務の合理化・効率化を図るため、情報

テムの共同化を推進する。 

http://www.incl.ne.jp/cgc-ishikawa/

